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　Thepurposeof thispaper is（1）toexaminethevalidityofexistingmethods for







































































































































































































































































































































































































回数 回収日 期首元本 回収額 元本分 利息分 期末元本
1 第ｔ年12月31日 1,700,000 370,487 285,487 85,000 1,414,513
2 第ｔ＋１年12月31日 1,414,513 370,487 299,761 70,726 1,114,752
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【注】
（１）片岡［2008］，P.13においても，「問題は，分割払いのリース料を受取り，かつ，売買で販売益を得る
リース取引は，割賦販売取引といかに異なり，その違いをどのように会計処理に反映すべきかについて，
明確な定めも説明もなされていないことである。」と指摘している。
（２）残価設定販売型リース取引では，リース契約において，リース期間終了時に，リース物件の処分価額
が契約上取り決めた保証価額に満たない場合は，借手に対して，その不足額を貸手に支払う義務が課せら
れることがある．このような条件を「残価保証」という．
（３）ファイナンス・リース取引の判定条件の1つである現在価値基準の適用にあたって，借手が再リースを
行う意思が明らかでない場合には，再リース料はリース料総額に含めないが，再リースを行う意思が明ら
かな場合には，再リース料はリース料総額に含めることとしている．
　　また，ファイナンス・リース取引の判定条件の1つである経済的耐用年数基準の適用にあたって，借手
が再リースを行う意思が明らかでない場合には，再リース期間は解約不能のリース期間に含め，再リース
を行う意思が明らかな場合には，再リース期間は解約不能のリース期間に含める．（適用指針12）
（４）リース資産の償却年数については，原則として，リース期間を耐用年数とすることとされているが（リ
ース会計基準第12項），リース期間終了後の再リース期間をファイナンス・リース取引の判定においてリ
ース期間に含めている場合は，再リース期間を当該耐用年数に含めるものとする．また，残存価額につい
ては，原則ゼロとすることとされているが，リース契約上に残価保証の取決めがある場合は，原則として，
当該残価保証額を残存価額とする．（適用指針27）
（５）リース期間の終了により，借手からリース物件の返却を受けた場合は，貸手は当該リース物件を見積
残存価額でリース投資資産からその後の保有目的に応じ貯蔵品又は固定資産等に振り替える．当該リース
物件を処分した場合は，処分価額と帳簿価額との差額を処分損益に計上する．再リース期間を解約不能の
リース期間に含めない場合の再リース料は，発生時の収益に計上し，リース投資資産から振り替えた固定
資産については，再リース開始時点の見積再リース期間にわたり減価償却を行う．この場合，固定資産の
取得価額は，リース投資資産から振り替えた金額となる．（適用指針57）
（６）リース契約に残価保証の取り決めがある場合は，貸手に対する不足額の確定時に，当該不足額をリー
ス資産売却損等として処理する．
（７）また，再リース期間を耐用年数に含めない場合の再リース料は，原則として，発生時の費用として処
理する．
（８）天本［2003］，P.91を参照．
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（９）ただし，リース物件の特性，経済的耐用年数の長さ，リース物件の中古市場の存在等を勘案すると，現
在価値基準の判定結果が90％を大きく下回ることが明らかな場合を除く．
（10）残価設定販売型リース取引の経済的実質をとらえるには，自動車を販売することによって実現する販
売益とリース料を分割で回収することによる金融収益の２つを厳密に区別する必要がある．しかし，適用
指針56においては，当該販売益を割賦基準により処理する場合には，販売益を利息相当額に含めて処理
することを認めており会計理論上，妥当であるとはいえない．
（11）リース契約において，収益権は貸手に留保されることが多いが，もしリース契約において，転賃貸を
認める場合には，フルペイアウトとは，借手が貸手から資産の使用権および収益権のすべて取得したこと
同じである．

